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II[TscholsuKim教授(ソ ウ ル 大 学 校 、
韓 国)の 短 期 招 請 につ い て
法学部教授 吉 田 善 明
1.1996年度 の国際交流基金 によ る短期招請外国人 と して韓国憲法学界 を代表 する
韓 国 ソウル大学校教授、金哲沫氏 をお招 きした。
金哲沫教授 は、1933年生れで、 ソウル大学校法科大学 を卒業 された後 、 ドイ ツ ・
ミュ ンヘ ン大学法学部 に留学 された。帰国後、国民大学校法科大学講師 とな り、以
後、 ソウル大学校講師、助 教授、副教授を経 て現 在 にいた って いる。 ソウル大学校
にお いては学長補、法学研究所長等の要 職を担当 された。学界活動 としては、斯界
の第一人者 らしく国際憲法学界韓国支部 長、韓国教育法学会会長 、韓国公法学会 の
会長 を歴任 して いる。著者研究書 としては 「憲法学(上)(下)」(1972年)をは じめ
「憲 法法律審査 論」(1983年)「政治改革 と司法改革 」(1995年)「大韓民国憲法(日
本語)」(1994年)などを多数刊行 されて いる。
金哲沫教授は、明治大学 の招請趣旨に応え1996年11月に3回 におよぶ講義を行 っ
た。
第一回 の講義 は、大学院生 を対 象に韓 国統一憲 法の制定問題 、第2回 の講 義は、
私 の比較憲法の時間帯を利用 して、3、4年 を対象 に、ア ジア諸 国の憲法の動向に
っいて、そ して第3回 の講義 は、大学院生を対象 に統一 ドイ ツ憲法の制定問題 に関
する ものであ った。3回 におよぶ講義 はいずれ も盛況であ り、学生は熱 心に聴講 さ
れていた◇
2.第1回 の講義 は 「韓国統一憲 法の制定問題」 である。 その内容を要約 して紹介
したい。
日本の隣国である韓 国は、朝鮮 におけ る日本支配の終焉 によって、独立国家 と し
て出発す るはずであった。 と ころが、 日本軍 の軍事装備 を解除す る目的 で進駐 した
米 ソ両国の占領 によって韓国民 の意思 に反す る分断国家 として生誕 した。 その後、
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統一 に向 けた努力がな されているが、いまだ実現 をみていない。同 じ第2次 世界大
戦後 の分断国家 には、南北 ベ トナム、南北 イエ ーメ ン、東西 ドイ ツ等 があったが、
現 在すで に統一 され、朝鮮半島の分断国家 を残 すのみ となって いる。
金哲沫教授 は、韓国統一 、 とくに、近年統一 をみた ドイツの例を参考 に して分断
国家の統一方 向を模索す る。そ して、その前提 と して、まず現 行韓 国憲法 と北朝鮮
憲法が求 めて いる方 向を読 み とり、分断国家 の統一方 向への道 しるべを提示 してい
る。すなわち、現在、韓国憲法には、 「大韓民 国は、統一 を指 向 し、自由民主的基
本秩序に立脚 した平和統一政策 を樹立 し、 これを推進 す る」(第4条)と 定め、現
行北朝鮮憲法 には 「朝鮮民主主義人民共和国は北半分 において人民政権 を強化 し、
思想、技術、文化等の三大革命 を強 力に進 め、社会主義の完全勝利をな し遂 げ、 自
由、平和統一 、民族大団結 の原 則 に則 り祖国統一 の実現 を 目指 し闘争す る」(第9
条)と 定めてい る。両国家 は 「自由民主的基本 的秩序 に立脚 した平 和的統一」 「社
会主義の完全勝利 を成 し遂 げ、 自由、平和統一 、民族的大 団結」 と国家の基本的秩
序 およびその方 向を示す定 めは異 なるが、祖国統一 の実現 を 目ざす点 については共
通 している。 では、このよ うに異 なる体制 、秩序を どのような国家 として統一 させ
るのか。金哲 沫教授は、両国にみ られ るものは 「二 つの制度、二つ の政府の存在」
が示すよ うに国家連合の主張 であるか ら、それを段階的統一 と して、南北統一憲法
を制定 すべ きであ ると主張 される。 その制定 に際 しては両国の代表 による憲法制定
会 議が必要 となる。 そ してその憲法制定会議 にお いて統一憲法案 が起草 され ること
になれば、 その案 に対 し、国民投票 に付 し、その正 当性が賦与 されなければな らな
いと。非常 に興味 ある問題 の提起であ る。
3.第2回 の講義 は、 アジア諸国の憲法の動 向につ いて取 りあげる。
金哲沫教授のア ジア諸 国憲法 の講義の中心 は、イ ンドか らシ ンガポールを経 て大
韓民国、 日本 にいたる弓状に広 がる主要な諸国 を対象に して いる。 しか し、体制 を
異 にす る中華人民共和国憲法、ベ トナム憲法、 ミャ ンマ憲法 は対象外 である。
ところで、体制を異 に した諸 国を除 く、イ ン ド以東 のアジア諸国が対象 にな るが 、
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その諸 国の中で 日本 とタイのほかは第2次 世界 大戦後 、イギ リス、オ ラ ンダ、 アメ
リカお よび 日本か らの独立を達成 した諸国である。金哲沫教授は、アジア諸国の憲
法の類型化 と研究方法 を明確 に したのち、それ らをふまえ、っ ぎのよ うな特 徴を引
き出 している。
第1に 、対象 と して検討 して きたアジア諸国 は、1980年代 に入 って、国際世論 か
らの批判を受 け非常事態宣言や戒厳令 を解 き、憲法を復活 させ た。現 在 は、欧米型
の憲法の中で も行政権 の強 い立憲主義 をモデル と した憲法 に改定するな どして維持
して いる。 しか し、ア ジア諸国における開発至上主義、貧困 か らの克服 のために強
い行政指導政治 が必要 であると して も、その施策が国民 に向け られ る場合 には 「持
てる者」の財産権 の制限に向けた社会主義の実現 であり、また体 制を批判 する言論、
集会 などの市民的 自由を制限す るものであってはな らない と主張 され る。第2に 、
日本、韓 国を除 くアジア諸国の憲法典 には特定の宗教に対 して一 定の保護 を与えて
いる。 まず、イスラム教国 のマ レー シア憲法、 イ ン ドネシア憲法 は 「神 への信仰」
を奨励 してい る。 たとえば、 マ レー シア憲法で は、何人 に対 して も信教 の自由が
保障 され ると しなが らも、 その もとでイスラム教 は、国 の宗教 であ る こと(第3
宗)を 確認す る。 そ して、他 の宗教 とは、平和的 に、かつ調和的 に実践 されな け
ればな らないとしている。 日本 では、国家 と宗教を分離 しなければ な らない と し
ている ものの、第2次 大戦前 には、神道 が国の宗教 と して保護 されてい ることもあ
って、 こんにちにおいて も神道行事 に対 する公的機関の財政支出がな され、憲法 と
のか かわ りが問題 となっている。
第3に 、裁判 官の独立 に もかかわ る裁 判官の任命 についてみると、最高裁判所裁
判官 は、行政機 関(大 統領 、内閣、首相)の メ ンバ ーによ って任命 されてい る。 こ
のために国民 は、国会 ・内閣による法律 、命令 の制定、運用 に不満を示 し、それ ら
の違憲性が国民 か ら問われ、訴訟 と して提起 され た場合、最高裁 は、人権保障 の番
人 たる使命をはたす ことが困難 な状態 になっている。 こう した分析を通 じて、金哲
沫教授 は最高裁判所裁判官 の身分保 障および国会 の裁判に対 す る民主 的統 制のあ り
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方が問わ れなければな らないと主張 され る。
4.第3回 の講 義は、統一 ドイ ツ憲法の制定問題を取 りあげている。
東 ・西 ドイツの急激 な緊張緩和 の中で、1989年ll月9日、東西ベル リンを隔てて
いた壁が崩壊 し、 それにつづ いて ドイツ統一の実現の可能性 は急激 に高 ま って きた。
1990年には、東 ドイ ツで初 めての 自由選挙が行われ、CDUを 中心 とす る保守 ドイ
ツ連合が圧勝 した。その後 、東西両 ドイ ツで は、同年5月 には 「経済、社会、通貨
連 合の創設 に関する条約(国 家条約)」 を締結 し、同年10月には早 くも政治的統一
を実現す るにいた った。その条約 に もとつ く統一方式 は、西 ドイ ツ基本法23条の流
用範 囲の拡大である。 これによ って東 ドイツ憲法はその歴史的使命 を終えた。金哲
沫教授は、 こ うした ドイツ統一 の過程 と、統一ベル リン憲法の制定 につ いて説 いて
いる。その内容 は、合同憲法法律委員会 での論議で明 らかにされてい る①国民投票
等直接民主制の導入、②生存権規定 と国家 目的条項の追加、③議会 の権限強化 とオ
ンブズマ ン制度の導入、④権 力分立制度の調整 、地方 自治 の強化な どが中心 とな っ
ている。
5.い うまで もな く、 日本 におけ る憲法研究者 は、私 を含 めて ヨーロッパ、アメ リ
カ諸国の憲法研究が中心 で、ア ジア諸国の憲法研究を進 めている者 は少 ない。21世
紀 はアジアの時代 といわれなが らも、現在の ところ非常 に残念 な状態 にある。その
意味で今回の講義は大変有意義な招請 であった。 とくに、隣 国である韓 国 と北朝鮮
の分断国家の統一性の方法 を東 西 ドイ ツの併合の例 を参照 に講義 された ことは意義
深 いものであ ったといえ る。
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